
よろず支援拠点事業

対象となる方
経営上の様々な悩みを抱えておられる中小企業・小規模事業者、NPO 法人、一般社団法人、社会福祉法人等の
中小企業・小規模事業者に類する方、創業予定の方。

支援内容
・山形県よろず支援拠点では、経営者の方々と次のような経営上の悩みを一緒になって考え、解決に導くアドバ
　イスをします。
・相談は何回でも無料です。
【相談例】経営改善・資金繰り・売上拡大・販売促進・ＩＴ活用・ＷＥＢ戦略・事業承継・人手不足・人材育成
　　　　　創業・開業・インボイス　などなど・・・
・まずはＨＰの入力フォームまたは相談申込書をFAXでお申し込みください。相談日程調整の連絡をいたしま
　す。　　　　　

お問い合わせ先
山形県よろず支援拠点　総合窓口（山形県産業創造支援センター2F）

■

■

様々な経営課題を解決して欲しい方を各分野の専門家がバックアップします!!

地域コーディネーター設置事業

対象となる方
○県内の中小企業者・小規模事業者
○補助金等の支援制度を知りたい方、経営上の課題を抱えている方

支援内容
県内４地域に、製造業OBの地域コーディネーター7名を配置しています。 
・生産性改善、受注開拓、品質保証、経営改善、新分野進出など、それぞれの得意分野を活かし、皆様の相談に
　対応します。
・地域コーディネーターが巡回訪問し、経営上の課題や補助金等のご相談に応じます。各総合支庁窓口でのご相
　談も可能ですので、お気軽にお問い合わせください。

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社　創業・経営支援部　創業・経営支援グループ

■

■

様々な支援制度を紹介して欲しい
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商工会・商工会議所経営指導員による助言

対象となる方
県内で事業を営む中小企業、小規模事業者、創業予定者

支援内容
商工業者の経営の改善・向上を促進するため、金融、税務、労働、取引、経理、経営計画策定、その他経営に関
して、きめ細かく相談に応じ、下記の指導を実施します。
○経営指導員による個別指導 
○研修会、講習会による集団指導  
【相談料：無料】

お問い合わせ先
最寄りの　①商工会・②商工会議所

①https://www.yamagata-cci.or.jp　他 　
②http://www.shokokai-yamagata.or.jp　他

■

■

経営全般について助言を受けたい
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商工会・商工会議所経営指導員による助言

対象となる方
県内で事業を営む中小企業、小規模事業者、創業予定者

支援内容
商工業者の経営の改善・向上を促進するため、金融、税務、労働、取引、経理、経営計画策定、その他経営に関
して、きめ細かく相談に応じ、下記の指導を実施します。
○経営指導員による個別指導 
○研修会、講習会による集団指導  
【相談料：無料】

お問い合わせ先
最寄りの　①商工会・②商工会議所

①https://www.yamagata-cci.or.jp　他 　

■

■

経営全般について助言を受けたい

経営支援アドバイザーによる支援

対象となる方
県内の中小企業者・小規模事業者　等

支援内容
中小企業の皆様が抱える経営課題全般について、経営支援アドバイザーが相談に応じます。 
・企業の相談内容に応じて、課題解決に向けた各種支援施策の活用・紹介や事業者における事業計画の策定支援
　を行います。
・経営革新計画など、新たな事業活動に取り組もうとする事業者の方に対して、計画内容のブラッシュアップに
　向けた支援をいたします。
【費用】相談及び事業計画内容のブラッシュアップ支援に係る費用は無料です。

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社　創業・経営支援部　創業・経営支援グループ　

■

■

経営課題を相談したい、事業計画や経営革新計画の策定に向けて相談したい
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山形県プロフェッショナル人材戦略拠点事業

対象となる方
成長戦略を掲げ、その実現を目指す県内の中堅・中小企業の経営者等

支援内容
・企業訪問等によるニーズの掘り起こしや民間人材ビジネス事業者との連携によるマッチング、プロ人材採用
　企業へのフォローアップ、副業・兼業プロ人材のマッチング支援をとおし、対象企業の成長戦略の支援とプ
　ロフェッショナル人材の地域地方への還流の促進を図ります。 
・プロフェッショナル人材の受入れに要した経費に対し、一定条件のもと県の助成措置があります。
　（問合先：山形県産業労働部商業振興・経営支援課　TEL：023-630-2354）

お問い合わせ先
山形県プロフェッショナル人材戦略拠点（公益財団法人山形県企業振興公社内）

■

■

プロフェッショナル人材の活用で成長戦略を実現したい

ものづくり・商業・サービス補助金

対象となる方
以下の要件を満たす事業計画（3～5 年）を策定し実施する中小企業・小規模事業者等。
①付加価値額の年率 3％以上向上、②給与支給総額の年率 1.5％以上向上、 ③事業場内最低賃金を地域別最低賃
金  +30 円以上向上

支援内容
新型コロナや物価高、インボイス制度等の事業環境変化への対応に加え、GX・DX などへの前向き投資や賃上
げ、海外展開を促すため、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的製品・サービスの開発又は生産プロセス
等の改善に必要な設備投資等を支援します。 また、特に、大幅な賃上げに取り組む事業者へのインセンティブ
を強化するとともに、海外でのブランド確立などの取組への支援を強化します。 
【例】通常枠：補助上限は従業員規模により750万円～1,250万円。補助率は中小企業：1/2、小規模・再生事
　　　　　　　業者：2/3。
（15次締切公募期間：2023年4月19日（水）17時～2023年7月28日（金）17時）

お問い合わせ先
ものづくり補助金事務局サポートセンター

■

■

経営革新に投資するチャンス！
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ものづくり・商業・サービス補助金

対象となる方
以下の要件を満たす事業計画（3～5 年）を策定し実施する中小企業・小規模事業者等。
①付加価値額の年率 3％以上向上、②給与支給総額の年率 1.5％以上向上、 ③事業場内最低賃金を地域別最低賃
金  +30 円以上向上

支援内容
新型コロナや物価高、インボイス制度等の事業環境変化への対応に加え、GX・DX などへの前向き投資や賃上
げ、海外展開を促すため、中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的製品・サービスの開発又は生産プロセ
ス等の改善に必要な設備投資等を支援します。 また、特に、大幅な賃上げに取り組む事業者へのインセンティブ
を強化するとともに、海外でのブランド確立などの取組への支援を強化します。 
【例】通常枠：補助上限は従業員規模により750万円～1,250万円。
　　　　　　　補助率は中小企業：1/2、小規模・再生事業者：2/3。
（15次締切公募期間：2023年4月19日（水）17時～2023年7月28日（金）17時）

お問い合わせ先
ものづくり補助金事務局サポートセンター

■

■

経営革新に投資するチャンス！
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やまがた産業技術振興基金による助成金

対象となる方
県内に事務所・事業所を有する中小企業者、ＮＰＯ法人、ＬＬＰ、起業家及びこれらの者を含むグループ等

支援内容
新たな技術等の開発や地域資源等を活用した新製品開発など、新規市場の創出や新事業展開のため、山形県内に
おいて取り組む研究開発に対して助成金を交付します。
・事業期間：１年以内（交付決定日 ～ 令和６年７月末） 
・助成率：１／２以内
・助成額（上限）：４００万円
・対象経費：謝金、旅費、物品費（機械装置・工具器具費、原材料・消耗品費、資料購入費）、事業費（外注・
　委託費(※)、試験・分析費、共同研究費、技術動向調査費、印刷製本費、通信運搬費、広報宣伝費、会場設営
　運営費、翻訳料、産業財産権導入費、機器借上料） (※)外注・委託費は助成対象経費総額の1/2以内とする。
・募集期間：令和５年６月１２日（月） ～ ６月１６日（金）　　（※募集は終了しました）

お問い合わせ先
公益財団法人山形県産業技術振興機構　振興部　プロジェクト推進課

■

■

技術開発・研究開発に対して支援を受けたい

55

小規模事業者持続化補助金

対象となる方
日本国内に所在する小規模事業者等 
①商業・サービス業（宿泊業・娯楽業除く）：常時使用する従業員の数　5人以下、②サービス業のうち宿泊
業・娯楽業：常時使用する従業員の数　20人以下、③製造業その他：常時使用する従業員の数　20人以下

支援内容
小規模事業者等が自ら経営計画を作成し、商工会・商工会議所の支援を受けながらその計画に沿って行う販路開
拓等の取組（店舗改装や設備導入、新商品の開発、パッケージデザイン変更、広告掲載、商談会参加等）や併せ
て行う業務効率化（プロセスの改善、IT利活用等）に関する費用を補助します。
【例】補助上限（インボイス特例対象事業者は50万円の上乗せ）…通常枠50万円・特別枠200万円
　　　補助率…2/3　　　要件…経営計画を作成し､その計画に沿って販路開拓等の取組を行うこと
（第13回受付締切：2023年9月7日（木）［電子申請：23:59まで受付、郵送：締切日当日消印有効］）

お問い合わせ先
【商工会地区】山形県商工会連合会、【商工会議所地区】小規模事業者持続化補助金事務局

商工会地区：https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/
商工会議所地区：https://r3.jizokukahojokin.info/index.php

山形県商工会連合会 050-3540-7211、小規模事業者持続化補助金事務局 03-6632-1502

■

■

経営計画を基に販路開拓等に取り組みたい
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自動車航空機・ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与制度

対象となる方
○山形県内に事業所があり、市町村民税を完納している　○常時雇用の従業員数の制限なし（大企業でも可）　
○自動車航空機関連やＤＸ・脱炭素化に取り組む製造業

支援内容
自動車・航空機分野での取引拡大やＤＸ又は脱炭素化への取り組みを促進するため、県内製造業を対象に設備の
貸与（割賦販売）を行います。 
【対象設備】売買契約及び設置を行っていない機械設備で、自動車航空機関連製品の新たな生産や生産拡大を行
　　　　　　うために必要な機械設備又はＤＸ推進に必要な機械設備又は脱炭素化に効果を持つ生産設備 
【限度額】　１００万円～９，０００万円　（予算額に限りがありますのでお早めにご相談ください）
【期間】　　割賦：３年～10年（設備の法定耐用年数の範囲内）・据置期間　最大3年
【料率】　　割賦：0.9％又は1.2%　※リースはありません

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社　創業・経営支援部　設備貸与グループ

setsubi@ynet.or.jp 　

■

■

設備貸与制度を利用して設備投資を図りたい（自動車航空機等分野）

77

自動車航空機・ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与制度

対象となる方
○山形県内に事業所があり、市町村民税を完納している　○常時雇用の従業員数の制限なし（大企業でも可）　
○自動車航空機関連やＤＸ・脱炭素化に取り組む製造業

支援内容
自動車・航空機分野での取引拡大やＤＸ又は脱炭素化への取り組みを促進するため、県内製造業を対象に設備の
貸与（割賦販売）を行います。 
【対象設備】売買契約及び設置を行っていない機械設備で、自動車航空機関連製品の新たな生産や生産拡大を行
　　　　　　うために必要な機械設備又はＤＸ推進に必要な機械設備又は脱炭素化に効果を持つ生産設備 
【限度額】　１００万円～９，０００万円　（予算額に限りがありますのでお早めにご相談ください）
【期間】　　割賦：３年～10年（設備の法定耐用年数の範囲内）・据置期間　最大3年
【料率】　　割賦：0.9％又は1.2%　※リースはありません

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社　創業・経営支援部　設備貸与グループ

setsubi@ynet.or.jp 　

■

■

設備貸与制度を利用して設備投資を図りたい（自動車航空機等分野）

発酵試作支援

対象となる方
県内外に事業所のある中小企業者、小規模事業者、個人事業主など

支援内容
・「試作ライン」による新規発酵食品の試作・開発 ・微生物（乳酸菌、酵母、麹菌など）の分析 
・発酵食品関連の分析

お問い合わせ先
山形県工業技術センター　食品醸造技術部

■

■

発酵食品を試作・開発したい。乳酸菌などの微生物を迅速に分析したい

77
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3 創業人材育成事業（創業塾、経営革新塾）

対象となる方
１創業塾　　　創業準備中の方や、将来、創業を考えている方どなたでも参加できます
２経営革新塾　法人又は個人事業主として事業を営んでいる経営者・後継者の方で、新事業展開・新市場開拓・

　新商品、新技術、新サービス開発・下請脱却・既存事業の経営向上を目指す方

支援内容
１創業塾　 　事業を開始するための心構え、ビジネスプラン（事業計画）の作成、融資制度や創業事例の紹介

　など、実際の創業に役立つ内容で行う講座です。
　土日を中心に、オンラインで合計30時間程度開催します。
　【受講料】無料　【期間】8月下旬～9月上旬

２経営革新塾　経営戦略、組織マネジメント、マーケティング等の知識・ノウハウを習得し、中長期的な経営計
　画若しくは付加価値向上のためのビジネスプランを完成させるために行う講座。 
　県内4～7箇所で合計20時間程度で開催します。
　【受講料】 ５，０００円程度

お問い合わせ先
１創業塾：山形県商工会連合会　企業支援課 　　２経営革新塾：最寄りの商工会

■

■

創業・企業・事業再構築に関する基本知識を習得したい

2200

39 次世代自動車参入カーボンニュートラル対応支援事業

対象となる方
（１）県内に生産拠点を持つ企業であること、（２）次世代自動車関連へ参入している、又は、今後参入する意
欲を有する企業であること、（３）カーボンニュートラル対応を図る目的・目標が明確であること、（４）当事
業の支援により、中長期的なカーボンニュートラル達成に向けた計画策定が可能であること

支援内容
エネルギー管理士等の資格を有する専門家の派遣により、企業のカーボンニュートラル達成に向けた伴走支援を
行うことを目的とします。
【募集企業数】5社程度
【負担金】200,000円（一式・税込）…経費約600,000円の2/3を公社が負担します。
【派遣回数】5回程度（1回あたり3時間程度）
【申し込み】令和5年5月19日(金)　※予定の企業数に達しない場合、予算の範囲内で随時受け付けます。

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社　創業・経営支援部　取引支援グループ　

■

■

次世代自動車関連産業へ参入するため、カーボンニュートラル達成に向けた支援を受けたい

34 やまがたチャレンジ創業応援事業

対象となる方
県内で創業を志す方、創業して間もない方

支援内容
商工会議所を中心に県内の商工支援団体等を構成員とする「創業支援ネットワーク」を実施主体とし、創業を志
す方または創業して間もない方へ創業時に要する一部を助成するなど、創業準備段階から経営安定まで一貫した
伴走支援を行う。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　産業創造振興課　スタートアップ推進室

■

■

創業準備段階から経営安定までの一貫した支援を受けたい
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40 経営革新支援事業

対象となる方
これから「新しい事業活動」に取り組もうとする特定事業者※。 
（※製造業等：従業員数500人以下、卸売業：従業員数400人以下、サービス業・小売業：従業員数 300人以下
　の事業者）

支援内容
○自社にとって新しい事業活動を行うことで一定以上の経営向上を図るビジネスプラン（経営革新計画）を作成

し、県の承認を受けることで、多様な支援策を受けることができます。
【例】政府系金融機関による低利融資制度、山形県商工業振興資金による低利融資制度、信用保証の特例等
また、一部の補助金制度において、審査時の加点要件となる場合があります。

○山形県担当課ほか、山形県企業振興公社、最寄りの商工会・商工会議所、金融機関等の認定支援機関でご相談
を受け付けています。

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社　創業・経営支援部　創業・経営支援グループ

■

■

新たな事業活動を行うことで経営の向上を図りたい

2233

39 次世代自動車参入カーボンニュートラル対応支援事業

対象となる方
（１）県内に生産拠点を持つ企業であること、（２）次世代自動車関連へ参入している、又は、今後参入する意
欲を有する企業であること、（３）カーボンニュートラル対応を図る目的・目標が明確であること、（４）当事
業の支援により、中長期的なカーボンニュートラル達成に向けた計画策定が可能であること

支援内容
エネルギー管理士等の資格を有する専門家の派遣により、企業のカーボンニュートラル達成に向けた伴走支援を
行うことを目的とします。
【募集企業数】5社程度
【負担金】200,000円（一式・税込）…経費約600,000円の2/3を公社が負担します。
【派遣回数】5回程度（1回あたり3時間程度）
【申し込み】令和5年5月19日(金)　※予定の企業数に達しない場合、予算の範囲内で随時受け付けます。

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社　創業・経営支援部　取引支援グループ　

■

■

次世代自動車関連産業へ参入するため、カーボンニュートラル達成に向けた支援を受けたい

34 やまがたチャレンジ創業応援事業

対象となる方
県内で創業を志す方、創業して間もない方

支援内容
商工会議所を中心に県内の商工支援団体等を構成員とする「創業支援ネットワーク」を実施主体とし、創業を志
す方または創業して間もない方へ創業時に要する一部を助成するなど、創業準備段階から経営安定まで一貫した
伴走支援を行う。

お問い合わせ先
山形県産業労働部　産業創造振興課　スタートアップ推進室

■

■

創業準備段階から経営安定までの一貫した支援を受けたい
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42 スタートアップステーション・ジョージ山形

対象となる方
○新規創業をお考えの方
○ワークスペースを求めている方
○多種多様な人材との交流をしたい方 　など

支援内容
○創業相談窓口：創業に関心がある方・創業を考えている方の総合窓口として、創業支援コーディネーターが構

　想段階から相談に応じます。アイデアを事業化させるため、起業フェーズに応じた対応と支援
　機関への橋渡しを行います。（相談無料・要予約） 

○コワーキングスペース　：創業を考えている方やビジネスパーソン、学生などが活動の場として利用できま
　す。（ドロップイン：1日500円～、登記ができるバーチャルオフィス機能完備）

○セミナー、イベント開催：セミナー、イベントで創業の裾野を拡げ、分野を超えた交流を生み出します。

お問い合わせ先
スタートアップステーション・ジョージ山形（公益財団法人山形県企業振興公社）

■

■

創業の相談をしたい、コワーキングスペースを利用したい

2211

41 山形県産業創造支援センター

対象となる方
【施設利用】 ○新規創業型：創業5年以内の方、新規創業予定の方など 

○研究開発型：情報又はデザインに関する事業を行い、技術や業態等が高度・先進的である方
【創業相談】新規創業をお考えの方、創業後の課題解決に取り組んでいる方

支援内容
【施設利用】山形県が設置し、山形県企業振興公社が管理運営する公的な施設です。 

○入居期間： 使用許可期間は３年以内。条件により更新可能
○入居室のタイプ：Sサイズ～Lサイズまで、総数23室
 ○入居室の料金：新規創業型33,000円/月～、研究開発型99,000円/月～

【創業相談】経営支援アドバイザー、インキュベーション・マネージャー、中小企業診断士による個別無料相談
【創 業 塾】 創業に必要な考え方や基礎知識を初歩から体系的に学べる「山形元気づくり創業塾」、「起業家交

　流会」等を開催します。（10月～12月開催、計6回、受講料負担あり）

お問い合わせ先
山形県産業創造支援センター（（指定管理者）公益財団法人山形県企業振興公社）

■

■

インキュベート施設を利用したい。創業ノウハウを体系的に学びたい、相談したい。
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44 庄内産業振興センター起業家育成施設

対象となる方
これから独立・開業しようとしている人や起業して間もない経営者

支援内容
◆施設の概要： ＪＲ鶴岡駅前に立地し、24時間／365日使用できるオフィス環境を低廉な賃料で提供します。

　また、会議室、研修室も完備し、商談等で随時利用が可能です。公益法人である(公財)庄内地域
　産業振興センターが施設管理や各種支援業務を行いますので、安心して入居できます。  

◆オフィス月額使用料： Ａタイプ(25㎡/３室) 20,000円、Ｂタイプ(15㎡/３室) 15,000円、
　　Ｃタイプ(30㎡/１室) 23,000円

お問い合わせ先
公益財団法人庄内地域産業振興センター

0235-23-2200㈹

■

■

インキュベート施設を利用したい

コワーキングスペース エキイチ

対象となる方
創業・起業を考えている方。プログラマー、クリエーター・デザイナー、文筆・ライター系等の仕事をしている
方。 フリーランスや社会起業家、コンサルタントのような独立して仕事をしている方。自宅や事務所以外でも
仕事をしている方（ノマドワーカー）。

支援内容
エキイチは鶴岡駅から徒歩１分、マリカ西館２階にあるコワーキングスペースです。オープンワークスペースと
パーソナルワークスペースのほか、ミーティングルームや研修室など共有のオフィス環境が充実しています。高
速Wi-Fiと複合機が使える便利なビジネス環境で、異なる分野の人たちとのビジネスネットワーク構築や、アイ
デアや情報の交換を通じたコラボレーションも期待されます。 
【利用料金】　会員（利用登録）月額2,000円、ドロップイン1,000円（１時間未満500円）　

※複合機の利用は別料金
【利

お問い合わせ先
公益財団法人庄内地域産業振興センター

0235-23-2200㈹

■

■

創造力が広がるコワーキングスペース。オフィス機能も充実、同じ空間で働く人々との交流が、アイデア
を生み、ビジネスを加速させます。
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スタートアップステーション・ジョージ山形

対象となる方
○新規創業をお考えの方
○ワークスペースを求めている方
○多種多様な人材との交流をしたい方 　など

支援内容
○創業相談窓口：創業に関心がある方・創業を考えている方の総合窓口として、創業支援コーディネーターが構

　想段階から相談に応じます。アイデアを事業化させるため、起業フェーズに応じた対応と支援
　機関への橋渡しを行います。（相談無料・要予約） 

○コワーキングスペース　：創業を考えている方やビジネスパーソン、学生などが活動の場として利用できま
　す。（ドロップイン：1日500円～、登記ができるバーチャルオフィス機能完備）

○セミナー、イベント開催：

お問い合わせ先
スタートアップステーション・ジョージ山形（公益財団法人山形県企業振興公社）

■

■

創業の相談をしたい、コワーキングスペースを利用したい

43 米沢商工会議所地域産業支援センター

対象となる方
新規創業や新分野への進出を図ろうとする企業、個人等 
※業務内容や業種によって入居をお断りする場合がございます。

支援内容
当センターでは、事業を立ち上げるために必要な事務所をお貸ししております。会議室や駐車場、インターネッ
ト回線、機械警備システムなどを完備。 また、米沢商工会議所の経営指導員や専門指導員による各種相談も
承っているほか、情報交換会などを通して企業間連携やビジネスチャンスを創出しやすい環境を整えておりま
す。創業や新分野進出をお考えの方は、ぜひご相談ください。

お問い合わせ先
米沢商工会議所地域産業支援センター

■

■

新規創業や新分野への進出を図ろうとする企業や個人を支援するインキュベート施設です

2211
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経営革新支援事業

対象となる方
これから「新しい事業活動」に取り組もうとする特定事業者※。 
（※製造業等：従業員数500人以下、卸売業：従業員数400人以下、サービス業・小売業：従業員数 300人以下
　の事業者）

支援内容
○自社にとって新しい事業活動を行うことで一定以上の経営向上を図るビジネスプラン（経営革新計画）を作成

し、県の承認を受けることで、多様な支援策を受けることができます。
【例】政府系金融機関による低利融資制度、山形県商工業振興資金による低利融資制度、信用保証の特例等
また、一部の補助金制度において、審査時の加点要件となる場合があります。

○山形県担当課ほか、山形県企業振興公社、最寄りの商工会・商工会議所、金融機関等の認定支援機関でご相談
を受け付けています。

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社　創業・経営支援部　創業・経営支援グループ

■

■

新たな事業活動を行うことで経営の向上を図りたい

組合事業再構築支援事業

対象となる方
山形県中小企業団体中央会の会員である事業協同組合、企業組合、商工組合、商店街振興組合等の中小企業組合

支援内容
国の「中小企業等事業再構築促進事業」（以下、国事業）に申請する会員組合へ対する支援を行います。
国事業の申請書作成を本会支援のもとに進め、採択後、事業が実施期間内（令和６年３月１８日迄）に完了し補
助金が確定することが要件です。
1組合あたり20万円を補助します。

お問い合わせ先
山形県中小企業団体中央会 連携支援部

■

■

組合で事業の再構築に挑戦したい

2233

45 コワーキングスペース エキイチ

対象となる方
創業・起業を考えている方。プログラマー、クリエーター・デザイナー、文筆・ライター系等の仕事をしている
方。 フリーランスや社会起業家、コンサルタントのような独立して仕事をしている方。自宅や事務所以外でも
仕事をしている方（ノマドワーカー）。

支援内容
エキイチは鶴岡駅から徒歩１分、マリカ西館２階にあるコワーキングスペースです。オープンワークスペースと
パーソナルワークスペースのほか、ミーティングルームや研修室など共有のオフィス環境が充実しています。高
速Wi-Fiと複合機が使える便利なビジネス環境で、異なる分野の人たちとのビジネスネットワーク構築や、アイ
デアや情報の交換を通じたコラボレーションも期待されます。 
【利用料金】　会員（利用登録）月額2,000円、ドロップイン1,000円（１時間未満500円）　

※複合機の利用は別料金
【利用時間】　9：30～18：00　　【休館日】　土曜、日曜、祝日、年末年始

お問い合わせ先
公益財団法人庄内地域産業振興センター

0235-23-2200㈹

■

■

創造力が広がるコワーキングスペース。オフィス機能も充実、同じ空間で働く人々との交流が、アイデア
を生み、ビジネスを加速させます。

2222
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組合機能強化支援事業

対象となる方
山形県中小企業団体中央会の会員である事業協同組合、企業組合、商工組合、商店街振興組合等の中小企業組合

支援内容
「環境変化への対応」「従来の組合事業の検証」などについて、専門家を活用してＳＷＯＴ分析や組合員の意識
調査、組合員同士の徹底した話し合いを行い、組合事業における課題の抽出と改善及び今後の組合の方向性を策
定、組合機能の強化を総合的に支援します。
事業実施に必要な専門家に対する経費等について、１組合あたり300,000円を上限に本会が負担します。

お問い合わせ先
山形県中小企業団体中央会 連携支援部

■

■

組合及び組合員企業の活性化を図りたい

取引力強化推進事業

対象となる方
「事業協同組合、商工組合及び商店街振興組合のうち、その直接又は間接の構成員の２分の１以上が小規模事業
者であるもの」、「企業組合」、「事業協同組合連合会、商工組合連合会及び商店街振興組合連合会のうち、そ
の会員組合の直接又は間接の構成員の総数のうち、２分の１以上が小規模事業者であるもの」等
詳細は公募要領にてご確認ください。

支援内容
中小企業・小規模事業者が連携して、共同事業の活性化や受注拡大等、取引力の強化促進を図るために行う特徴
的又は先進的な事業に対して支援を行います。
・補助対象となり得る事例…組合ホームページの作成、ネット販売システムの構築、商品パッケージの改良 等
・補助率・補助金額…補助対象経費の２/３以内で、１件あたり１０万円以上１５万円以内（税抜）を補助しま

す。

お問い合わせ先
山形県中小企業団体中央会 連携支援部

■

■

中小企業・小規模事業者が連携して取引力の強化を図りたい
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組合デジタル化推進支援事業

対象となる方
山形県中小企業団体中央会の会員である事業協同組合、企業組合、商工組合、商店街振興組合等の中小企業組合

支援内容
・組合が抱えるデジタル化に関する課題解決に向けた取り組みに対して支援します。
・個別専門家派遣事業…デジタル化に関する個別具体的な相談について専門家を派遣し、課題の解決を図りま

す。

お問い合わせ先
山形県中小企業団体中央会 連携支援部

■

■

組合が抱えるデジタル化に関する課題を解決したい

農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）

対象となる方
県内の農林漁業者、農業法人、営農集団、JA、事業協同組合、市町村、企業等

支援内容
【農山漁村発イノベーション整備事業　産業支援型】
農林漁業者の組織する団体が農林水産物の加工・流通・販売等の施設の整備に対して支援します。 
【農山漁村発イノベーションサポート事業】 
市町村に対して農山漁村発イノベーション等に関する戦略の策定や研修会等の開催を支援します。 
【農山漁村発イノベーション推進支援事業】
市町村や多様な事業者による２次・３次産業と連携した加工・直売の推進、新商品開発・販路開拓の実施、直売
所の売上向上に向けた取組み、多様な地域資源を新分野で活用する取組みや研究開発・成

お問い合わせ先
山形県農林水産部　県産米・農産物ブランド推進課　米粉・食品開発担当

■

■

多様な事業者のネットワークを構築し事業に取り組みたい
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農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）

対象となる方
県内の農林漁業者、農業法人、営農集団、JA、事業協同組合、市町村、企業等

支援内容
【農山漁村発イノベーション整備事業　産業支援型】
農林漁業者の組織する団体が農林水産物の加工・流通・販売等の施設の整備に対して支援します。 
【農山漁村発イノベーションサポート事業】 
市町村に対して農山漁村発イノベーション等に関する戦略の策定や研修会等の開催を支援します。 
【農山漁村発イノベーション推進支援事業】
市町村や多様な事業者による２次・３次産業と連携した加工・直売の推進、新商品開発・販路開拓の実施、直売
所の売上向上に向けた取組み、多様な地域資源を新分野で活用する取組みや研究開発・成果利用の取組みを支援
します。
※事業によって、支援内容が異なりますので、支援を希望される方は、下記までお気軽にお問合せください。

お問い合わせ先

山形県農林水産部　県産米・農産物ブランド推進課　米粉・食品開発担当

■

■

多様な事業者のネットワークを構築し事業に取り組みたい

2255
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山形のうまいもの創造支援事業

対象となる方
県内に主たる事業所を有する食品製造業者で農林水産業を起点とした産出額の増加や県産農林水産物の利用を拡
大するプロジェクトに取り組む者。（ただし、中小企業庁が行う生産性向上のための支援事業対象者は除く）
※産出額や県産農林水産物の使用割合、農林漁業者との連携等について、目標を立てて取り組むことが必要。

支援内容
県産農林水産物の利用拡大プロジェクトに必要な機械等の導入に要する経費の助成
※国庫事業や他の県単独事業を活用して実施する内容は対象外。    
【対象経費】 200万円以上3,000万円以下    
【補助率】  　1/3以内

お問い合わせ先

山形県農林水産部　県産米・農産物ブランド推進課　米粉・食品開発担当

■

■

機械等の導入に対する支援を受けたい

山形のうまいもの商品力強化事業

対象となる方
原材料に県産農林水産物や県産米粉を使用した加工食品の新商品開発、既存商品のブラッシュアップに取り組む
農林漁業者、食品製造業者、販売業者（県内の農林漁業者又は食品製造業者に製造委託する者に限る。）

支援内容
【事業概要】　県産農林水産物を使用した県内製造の加工品開発・改良の取組みへの支援 
【補助率】　　1／2以内 
【補助上限額】500千円。ただし、パッケージ改良のみの場合は、200千円が上限。 
【対象経費】　 研修費、調査検討費、新商品開発費・既存商品改良費、その他知事が必要と認めたもの

お問い合わせ先

山形県農林水産部　県産米・農産物ブランド推進課　米粉・食品開発担当

■

■

加工品開発等に関し支援を受けたい
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山形のうまいもの商品力強化事業

対象となる方
原材料に県産農林水産物や県産米粉を使用した加工食品の新商品開発、既存商品のブラッシュアップに取り組む
農林漁業者、食品製造業者、販売業者（県内の農林漁業者又は食品製造業者に製造委託する者に限る。）

支援内容
【事業概要】　県産農林水産物を使用した県内製造の加工品開発・改良の取組みへの支援 
【補助率】　　1／2以内 
【補助上限額】500千円。ただし、パッケージ改良のみの場合は、200千円が上限。 
【対象経費】　 研修費、調査検討費、新商品開発費・既存商品改良費、その他知事が必要と認めたもの

お問い合わせ先

山形県農林水産部　県産米・農産物ブランド推進課　米粉・食品開発担当

■

■

加工品開発等に関し支援を受けたい
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山形県企業立地ワンストップサポートセンター

対象となる方
県内に工場等の立地を検討している企業

支援内容
企業のニーズに応じた工場用地の選定や、各種支援制度のご案内、立地に伴う各種申請・届出まで、立地に関す
るあらゆるご相談を総合的にサポートします。

お問い合わせ先
山形県産業労働部産業創造振興課産業立地室

■

■

工場の進出等について相談したい

2288

山形のうまいもの販売力強化事業

対象となる方
ブランド力のある県産農林水産物を使用した加工食品を製造し、販路の開拓・拡大に取り組む県内の農林漁業
者、食品製造業者。

支援内容
・県産農産物を使用した加工食品の販路開拓・拡大を展望する事業者のために、研修会や個別商談会を開催する
　ほか、展示商談会へのブース設置により事業者の出展経費を支援し、卸売業・小売業のバイヤーとの商談機会
　を創出します。
・事業者の製造・供給レベルに合わせ、段階に応じた支援を実施します。商品力・販売力向上のための研修会
　の開催を始めとして、県内のバイヤーとの個別商談会の開催、隣県のバイヤーとの商談機会となる宮城・山形
　合同商談会の開催、首都圏に販路を持つ大手卸売業との商談機会となる個別商談会の開催及び展示商談会への
　出展支援、国内外のバイヤーとの商談機会となるスーパーマーケット・トレードショーへの出展支援等のメ
　ニューを用意します。

お問い合わせ先

やまがた食産業クラスター協議会

■

■

加工品販路開拓等に関し支援を受けたい

2288
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村山インダストリー倶楽部

対象となる方
村山地域の企業

支援内容
企業経営セミナー…これからの企業経営に求められる様々な課題に即したテーマに関する研修会の開催 
先進企業視察・情報交換会…先進企業の視察及び参加者の情報交換会を開催 
企業間連携グループ勉強会…企業同士で連携できる環境づくりを推進し、共同開発や共同受注等に向けた勉強会
　　　　　　　　　　　　　を開催

お問い合わせ先
山形県村山総合支庁　産業経済部　地域産業経済課

■

■

製造業を中心に産・学・官・金が連携し、製造業者が抱える課題解決と、新たな事業展開、高付加価値化
等による地域産業の活性化を推進

もがみ食産業創出事業

対象となる方
食産業に関する最上地域ならではの新商品・新サービスの開発に向けた取組みを行っている事業者　又は、これ
から行おうとしている事業者

支援内容
〇「もがみ食産業創出プロジェクトチーム」による支援 支援内容：
・食を起点とする新商品等開発のアイディアや試作品の評価 ・新商品のブラッシュアップに係る支援
　（原材料の調達、保存技術（冷凍など）、加工、デザイン・パッケージなど） 
・新商品の流通、販路拡大に対する支援
〇食を起点とする新商品開発等の機運醸成を図るためのセミナーの開催

お問い合わせ先
山形県最上総合支庁 　産業経済部　地域産業経済課 　産業振興・農産物利用拡大担当

■

■

食産業に関する最上地域ならではの新商品・新サービスの開発に向けた取組みを支援したい

2299
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３Ｒ推進環境コーディネーターによる支援

対象となる方
山形県内に事業所を有する事業者・団体等

支援内容
３Ｒ（廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用）推進をはじめとした環境に関する必要な情報の提供や助言、課題
解決の橋渡し等を行います。 
①企業の課題やニーズの情報収集を行い、その改善や問題解決に向けて必要な助言、情報提供を行います。 
②企業、行政、学術研究機関等における情報や技術、ニーズ等の橋渡しを行い、環境課題に取り組む活動を支援
　します。 
③複数の企業や学術研究機関等が連携することで環境問題を解決できるよう、その連携活動の立ち上げ支援や具
　体的な課題解決を支援します。 
【具体的には】企業の実情に応じた減量・リサイクルに関するアドバイス／企業間の資源循環のコーディネート
　　　　　　／県や国等の助成制度情報の提供等

お問い合わせ先
山形県環境エネルギー部　循環型社会推進課　リサイクル・環境産業担当

■

■

廃棄物の発生抑制やリサイクル等について助言を受けたい
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エキスパートバンク事業

対象となる方
○新商品開発、アイデアの具現化、新分野進出、売上・利益の向上、販路開拓、販売促進、 ITの活用、経営の効
率化、経営計画の策定、経営の見直しを図ろうとする県内の小規模事業者等 　○これから創業しようとする方

支援内容
・経営・技術・販売・労務・ＩＴ等について多くの課題を抱えている小規模事業者等の要望に応じて、その分野
　の専門家（エキスパート）を直接事業所に派遣し、専門的・実践的な指導アドバイスにより、 問題解決を図り
　ます。
　【相談料：無料】
  ・専門家（エキスパート)の謝金・旅費はバンクが負担します（１企業につき１テーマ１回／年）。 
※但しこれはあくまでもアドバイスに限定したものであり、例えば書類の作成、実際の手続き業務、具体的な図
　面やデザイン制作、技術指導等を行う際の材料費等は実費負担していただきます。

お問い合わせ先
最寄りの　①商工会・②商工会議所

①https://www.yamagata-cci.or.jp　他 　
②http://www.shokokai-yamagata.or.jp　他

■

■

創業や事業拡大、経営改善等について専門家の助言を受けたい
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専門家派遣事業（（公財）山形県企業振興公社）

対象となる方
新たな取組みによる新分野進出や事業拡大、経営改善、生産現場改善、技術的な課題解決、情報化・ＩＴ化、
ＩＳＯ取得、BCP策定等により経営向上を図ろうとする中小企業者等

支援内容
技術士、中小企業診断士、社会保険労務士、経営士や各種実務に精通した幅広い分野の専門家を派遣して、中小
企業の皆様が抱える経営課題に対応した診断・指導・助言を行います。 
【専門家の派遣回数】1年度につき10回以内 
【費　用】専門家謝金：1回（4時間相当） 41,905円(税込み) 、 （2時間相当） 20,952円(税込み)  　
　　　　　旅費：公社旅費規程による額となります。 
【企業負担割合】上記費用合計に対し、1/2　（※BCP策定、DX関連は1/3）

お問い合わせ先
公益財団法人山形県企業振興公社　創業・経営支援部　創業・経営支援グループ

■

■

経営課題解決に向けて専門家の助言を受けたい

山形プロフェッショナルサポート （専門家派遣事業）

対象となる方
信用保証協会を利用している中小企業者、または信用保証協会を利用し創業を予定されている方

支援内容
・企業のライフステージに合わせた4つの支援コース（創業支援コース、生産性向上支援コース、経営改善支援
　コース、事業承継支援コース）があります。
・専門家の派遣回数は、10回です（1回あたりの派遣時間限度4時間、総派遣時間限度20時間）。 
・専門家派遣に係る費用については、信用保証協会が原則として全額を負担します。 
・ご利用に際しては、信用保証協会職員が事前にヒアリングを行ったうえで、申込書をご提出いただきます。

お問い合わせ先
山形県信用保証協会　企業支援部　経営支援課

■

■

経営全般について助言を受けたい （信用保証協会利用（予定）先）

5522

60 61

経

営

支

援

金
　
　
　
融

税
制
／
事
業
承
継

経

営

支

援

金
　
　
　
融

税
制
／
事
業
承
継



経営支援費用補助（経営改善計画策定費用補助・公社専門家派遣費用補助）

対象となる方
【経営改善計画策定費用補助】山形県中小企業活性化協議会が行っている経営改善計画策定支援事業を利用して
　　　　　　　　　　　　　　いる中小企業者（信用保証協会利用先）
【公社専門家派遣費用補助】　山形県企業振興公社が実施する専門家派遣事業を利用している中小企業者（信用
　　　　　　　　　　　　　　保証協会利用先）

支援内容
【経営改善計画策定費用補助】 
「認定支援機関による経営改善計画策定支援事業」に基づき、経営改善計画を策定する場合の費用について、国
　からの補助に加えて当協会が補助します。 当協会からは、経営改善計画策定費用の自己負担の半額、上限30
　万円まで補助します。国からは、経営改善計画策定費用の2/3（上限200万円）までの補助があります。
【公社専門家派遣費用補助】 
　山形県企業振興公社の専門家派遣事業を利用する際の企業負担部分について当協会が補助します。初回費用
　は自己負担部分の全額、２回目以降は自己負担部分の半額について、最大２０万円まで補助します。

お問い合わせ先
山形県信用保証協会　企業支援部　経営支援課

■

■

経営改善を少ない自己負担で始めたい

5533

経営支援費用補助（経営改善計画策定費用補助・公社専門家派遣費

対象となる方
【経営改善計画策定費用補助】山形県中小企業活性化協議会が行っている経営改善計画策定支援事業を利用して
　　　　　　　　　　　　　　いる中小企業者（信用保証協会利用先）
【公社専門家派遣費用補助】　山形県企業振興公社が実施する専門家派遣事業を利用している中小企業者（信用
　　　　　　　　　　　　　　保証協会利用先）

支援内容
【経営改善計画策定費用補助】 
「認定支援機関による経営改善計画策定支援事業」に基づき、経営改善計画を策定する場合の費用について、国
　からの補助に加えて当協会が補助します。 当協会からは、経営改善計画策定費用の自己負担の半額、上限30
　万円まで補助します。国からは、経営改善計画策定費用の2/3（上限200万円）までの補助があります。
【公社専門家派遣費用補助】 
　山形県企業振興公社の専門家派遣事業を利用する際の企業負担部分について当協会が補助します。初回費用
　は自己負担部分の全額、２回

お問い合わせ先
山形県信用保証協会　企業支援部　経営支援課

■

■

経営改善を少ない自己負担で始めたい

山形県版ＢＣＰモデル普及啓発支援事業（専門家派遣事業）

対象となる方
山形県中小企業団体中央会の会員である事業協同組合、企業組合、商工組合、商店街振興組合等の中小企業組
合。またはその組合に所属する組合員企業等。

支援内容
自然災害や感染症対策のために、BCP（事業継続計画）策定・事業継続力強化計画策定に取り組む中小企業組合
等に対し、専門家を派遣し、事業継続のための課題解決を図ります。専門家派遣に係る経費については、本会が
原則として全額を負担します。

お問い合わせ先
山形県中小企業団体中央会 連携支援部

■

■

自然災害や感染症対策のために、ＢＣＰ策定に取り組みたい

5533
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庄内産業振興センター起業・ビジネス相談室Ｂ-Ｓｕｐｐｏｒｔ

対象となる方
○創業・起業を考えており、事業計画書の作成・開業資金の調達を考えている方　 
○生産改善や企業連携など、ものづくりの高度化・競争力の向上を考えている事業者 　
○ネットショップの開業、販売促進やＷｅｂを活用したビジネスを考えている事業者

支援内容
○「創業・起業支援」― 特定創業支援、創業・起業準備から資金調達・事業開始まで、創業・起業のステップに
　　　　　　　　　　　応じて様々な課題をサポート 
○「ものづくり革新支援」― 生産改善、企業連携、新技術・新製品開発相談、競争資金獲得など、ものづくりの
　　　　　　　　　　　　　　高度化・競争力の向上を支援 
○「Ｗｅｂビジネス支援」― ネットショップの開業、マーケティング戦略、販売促進・売上アップや集客・販路
　　　　　　　　　　　　　　開拓等、Ｗｅｂを活用したビジネスを支援 
※「山

お問い合わせ先
公益財団法人庄内地域産業振興センター

0235-23-2200㈹

■

■

新事業展開・経営革新に取り組む事業者の要望に、「創業・起業支援」、「ものづくり革新支援」、
「Ｗｅｂビジネス支援」の３つの分野で相談に応じます。

山形県商工業振興資金

対象となる方
原則として、県内に本店（又は主たる事業所）がある中小企業者
※融資・保証に際しては金融機関・保証協会の審査があります。ご希望通りにならない場合もありますので
　ご了承ください。

支援内容
県内企業の経営の安定や競争力の強化に必要な資金を融資し、本県商工業の振興と地域経済の活性化を目的とし
ています。県が金融機関に融資原資の一部を預託（産業立地促進資金は市町村と協調預託）することにより低利
融資を、県と市町村が保証料補給を行うことにより保証料負担の軽減を実現しています。

お問い合わせ先
山形県産業労働部商業振興・経営支援課　金融担当

■

■

事業資金（設備資金・運転資金）の融資を受けたい

5544

庄内産業振興センター起業・ビジネス相談室Ｂ-Ｓｕｐｐｏｒｔ

対象となる方
○創業・起業を考えており、事業計画書の作成・開業資金の調達を考えている方　 
○生産改善や企業連携など、ものづくりの高度化・競争力の向上を考えている事業者 　
○ネットショップの開業、販売促進やＷｅｂを活用したビジネスを考えている事業者

支援内容
○「創業・起業支援」― 特定創業支援、創業・起業準備から資金調達・事業開始まで、創業・起業のステップに
　　　　　　　　　　　 応じて様々な課題をサポート 
○「ものづくり革新支援」― 生産改善、企業連携、新技術・新製品開発相談、競争資金獲得など、ものづくりの
　　　　　　　　　　　　　 高度化・競争力の向上を支援 
○「Ｗｅｂビジネス支援」― ネットショップの開業、マーケティング戦略、販売促進・売上アップや集客・販路
　　　　　　　　　　　　　 開拓等、Ｗｅｂを活用したビジネスを支援 
※「山形県よろず支援拠点庄内サテライト」のコーディネーターと連携し、支援を行います。
【相談料】相談に係る費用は無料です。

お問い合わせ先
公益財団法人庄内地域産業振興センター

0235-23-2200㈹

■

■

新事業展開・経営革新に取り組む事業者の要望に、「創業・起業支援」、「ものづくり革新支援」、
「Ｗｅｂビジネス支援」の３つの分野で相談に応じます。

5544
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アフターコロナ成長支援「トラスト」

対象となる方
信用保証協会を利用している中小企業者、または信用保証協会を利用し創業を予定されている方

支援内容
【創業応援チーム「トラストS」】 
創業前から創業時、創業後のフォローアップまでトータルサポートします。
・創業前の支援　創業相談、創業計画策定支援 　　・創業時の支援　「創業関連保証」 等による資金調達支援 
・創業後の支援　経営相談会、モニタリング、専門家派遣等によるフォローアップ　
【資金繰り応援チーム「トラストF」】 　
資金繰り予定表の作成支援を通じて、経営における本質的課題への気づきを促進し、課題解決に向けてサポート
します。
【成長応援チーム「トラストG」】 　
ローカルベンチマ

お問い合わせ先
山形県信用保証協会　企業支援部　経営支援課

■

■

ライフステージに合わせた経営支援を 受けたい

地方拠点強化税制に基づく支援

対象となる方
本社機能の移転・拡充を検討している企業（着工前に地方活力向上地域等特定業務施設整備計画を作成し、県の
承認を得る必要があります。また整備される施設、従業員の雇用等の要件がありますので、詳しくはお問い合わ
せください。）

支援内容
中小企業基盤整備機構による債務保証や、法人税・地方税の減税、日本政策金融公庫による低利融資など様々な
支援を受けることができます。

お問い合わせ先
山形県産業労働部産業創造振興課産業立地室

■

■

本社機能の移転や拡充の際の支援を受けたい

5566

アフターコロナ成長支援「トラスト」

対象となる方
信用保証協会を利用している中小企業者、または信用保証協会を利用し創業を予定されている方

支援内容
【創業応援チーム「トラストS」】 
創業前から創業時、創業後のフォローアップまでトータルサポートします。
・創業前の支援　創業相談、創業計画策定支援 　　・創業時の支援　「創業関連保証」 等による資金調達支援 
・創業後の支援　経営相談会、モニタリング、専門家派遣等によるフォローアップ　
【資金繰り応援チーム「トラストF」】 　
資金繰り予定表の作成支援を通じて、経営における本質的課題への気づきを促進し、課題解決に向けてサポート
します。
【成長応援チーム「トラストG」】 　
ローカルベンチマークや経営デザインシートの作成を通じて、経営課題・将来目標の共有化を支援し、事業機会
の創出や、成長・発展に向けてサポートします。

お問い合わせ先
山形県信用保証協会　企業支援部　経営支援課

■

■

ライフステージに合わせた経営支援を 受けたい

5566
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地域総合整備資金貸付事業（ふるさと融資）

対象となる方
法人格を有する民間事業者 ※中小企業のみならず広く対象となります。ただし、金融業を営む者は対象事業者
には含まれません。

支援内容
この融資(借入れ)は、貸付対象費用から補助金を控除した額の３５％以内(＊過疎地等は、４５％以内)となり、
残りの融資(借入れ)は、民間金融機関から調達していただくことになります。 
【融資対象事業の主な要件】
①法人格を有する民間事業者であること(第三セクターも含む) 　
②公益性、事業採算性の観点から実施されること 　
③事業地域内で新規雇用の増加が見込まれること 　　
　都道府県・政令指定都市からの融資・・・５人以上 （脱炭素化に資する事業（再生可能エネルギー事業を含
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む）は１人以上）　　
　市町村(政令指定都市を除く)の融資・・・ １人以上　

お問い合わせ先

山形県みらい企画創造部　市町村課　理財係

■

■

地域振興に資する事業を実施する場合に融資を受けたい

5577

クラウドファンディング活用促進事業費補助金

対象となる方
クラウドファンディングを活用して販路開拓や新商品開発に係る資金調達を行う県内工芸品製造事業者、県産酒
製造事業者

支援内容
○クラウドファンディング仲介事業者に支払う利用手数料（補助率1/2・上限250千円）
○クラウドファンディングの募集に係るウェブサイトの制作委託費（補助率1/2・上限300千円）

お問い合わせ先
山形県産業労働部　県産品流通戦略課 ふるさと産業振興担当

■

■

工芸品等の販路開拓・新商品開発に係る資金調達の支援を受けたい

5577
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山形県事業承継・引継ぎ支援センター事業

対象となる方
○後継者（又は後継候補者）はいるが、具体的な進め方などについて悩んでいる中小企業者、小規模事業者、
　個人事業主の方 　　
○後継者不在などで事業の存続に悩みを抱える中小企業者、小規模事業者、個人事業主の方

支援内容
〇事業承継診断：事業承継診断シートを使って、自社の現状や今後の方向性を確認できます。事業承継診断は最
　寄りの商工会・商工会議所・金融機関で実施しています。
〇相談支援 ・事業引継ぎに精通した専門家が、秘密厳守のうえで、個別に相談対応いたします。 
〇後継者人材バンク事業 ・創業を目指す起業家と、後継者不在の会社や個人事業主を引き合わせ、事業引継ぎ
　と創業を支援します。 
【相談料】無 料

お問い合わせ先
山形県事業承継・引継ぎ支援センター （公益財団法人山形県企業振興公社内）

■

■

事業承継について相談したい

事業再構築補助金

対象となる方
①事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けること、②補助事業終了後３～５年で付加価値額の年
率平均３～５％（申請枠により異なる）以上増加、又は従業員一人当たり付加価値額の年率平均3～５％（申請
類型により異なる）以上増加の達成

支援内容
新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再
構築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援します。 
【例】成長枠：補助上限額…従業員規模に応じて 2,000 万円～7,000 万円、
　　　　　　　補助率…中小企業 2 分の 1、中堅企業 3 分の1 
【補助対象経費の例】建物費（建物の建築・改修等）、機械装置・システム構築費（設備、専用ソフトの購入や
　　　　　　　　　　リース）、クラウドサービス利用費等

お問い合わせ先
事業再構築補助金事務局コールセンター

■

■

思い切った事業再構築に挑戦したい

5588

 

 

 

 

その他の支援施策 

 

 

 
 

事業再構築補助金

対象となる方
①事業計画について認定経営革新等支援機関の確認を受けること、②補助事業終了後３～５年で付加価値額の年
率平均３～５％（申請枠により異なる）以上増加、又は従業員一人当たり付加価値額の年率平均3～５％（申請
類型により異なる）以上増加の達成

支援内容
新市場進出、事業・業種転換、事業再編、国内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再
構築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援します。 
【例】成長枠：補助上限額…従業員規模に応じて 2,000 万円～7,000 万円
　　　　　　　補助率…中小企業 2 分の 1、中堅企業 3 分の1 
【補助対象経費の例】建物費（建物の建築・改修等）、機械装置・システム構築費（設備、専用ソフトの購入や
　　　　　　　　　　リース）、クラウドサービス利用費等

お問い合わせ先
事業再構築補助金事務局コールセンター

■

■

思い切った事業再構築に挑戦したい

5588
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